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取引参加者における上場適格性調査体制等に関する規則 

（平成26.11.28変更） 

（平成21.4.1実施） 

 

第１章  総   則 

（平成26.11.28追加） 

 

（目 的          ） 

第１条 この規則は、取引参加者規程第26条の４の規定に基づき、取引参加者が整備する上場適格性調査体制

等について、必要な事項を定める。 

２ 前項の上場適格性調査体制等の整備は、幹事取引参加者等が社内規則の制定その他の必要な措置を講じる

ことにより、当取引所の取引参加者として当取引所の市場への上場の適格性に関する調査及び増資の合理性

に係る審査の水準を維持・向上し、もって当取引所及び取引参加者の信用を確保し、公益及び投資者の保護

に資することを目的とする。 

（平成24.6.8、26.11.28変更） 

（定   義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、この規則において別に定める場合を除き、有価証券上場規

程（以下「上場規程」という。）において定めるところによるものとする。 

（令和3.9.1変更） 

 

第２章  上場適格性調査体制 

（平成26.11.28追加） 

 

（上場適格性調査の実施） 

第３条 幹事取引参加者は、次の各号に掲げる有価証券の新規上場申請を行おうとする又は行った者及びその

企業グループについて、当該各号に定める事項に適合する見込みがあるかどうかの調査を行うものとする。 

(1) メイン市場へ新規上場申請が行われる株券（テクニカル上場規定の適用を受ける株券を除く。） 

上場規程第207条第１項各号に掲げる事項 

(2) プレミア市場へ新規上場申請が行われる株券（テクニカル上場規定の適用を受ける株券を除く。） 

上場規程第213条第１項各号に掲げる事項 

(3) ネクスト市場へ新規上場申請が行われる株券（テクニカル上場規定の適用を受ける株券を除く。） 

上場規程第219条第１項各号に掲げる事項 

２ 幹事取引参加者は、次の各号に掲げる上場会社が、吸収合併等の場合の市場区分の変更に係る審査の申請

（上場規程第310条第１項の規定に基づく審査の申請をいう。）又は不適当な合併等の場合の新規上場基準に

準じた基準に適合しないかどうかの審査の申請（上場規程第603条第２項の規定に基づく審査の申請をいう。）

を行おうとする又は行った場合には、当該上場会社及びその企業グループについて、当該各号に定める事項

に適合する見込みがあるかどうかの調査を行うものとする。 

(1) メイン市場の上場会社 
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有価証券上場規程施行規則（以下「上場規程施行規則」という。）第312条第６項又は上場規程施行規則

第601条第５項第６号の規定により準用される上場規程第207条第１項各号に掲げる事項 

(2) プレミア市場の上場会社 

上場規程施行規則第312条第６項又は上場規程施行規則第601条第５項第６号の規定により準用される上

場規程第213条第１項各号に掲げる事項 

(3) ネクスト市場の上場会社 

上場規程施行規則第312条第６項又は上場規程施行規則第601条第５項第６号の規定により準用される上

場規程第219条第１項各号に掲げる事項 

（平成24.6.8、令和3.9.1変更） 

（監査人からの意見聴取） 

第４条 幹事取引参加者は、上場適格性調査（前条第１項及び第２項に定める調査をいう。以下同じ。）の対

象となる者の財務諸表等又は中間財務諸表等若しくは四半期財務諸表等の監査証明等を行う公認会計士等か

ら意見を聴取するものとする。 

（令和3.9.1変更） 

（幹事取引参加者の交代等があった場合の対応） 

第５条 幹事取引参加者は、新規上場申請（第３条第１項及び第２項に定める申請をいう。以下同じ。）を行

おうとする又は行った者に係る次の各号に掲げる事実を知ったときは、その理由を確認するとともに、当該

確認した内容の合理性について十分な検討を行うものとする。ただし、第３号にあっては、第３条第１項に

定める新規上場申請を行おうとする又は行った場合に限る。 

(1) 指名を予定していた幹事取引参加者の交代 

(2) 選任又は選任を予定していた財務諸表等又は中間財務諸表等若しくは四半期財務諸表等の監査証明等を

行う公認会計士等の交代 

(3) 新規上場申請を予定していた金融商品取引所等の変更 

（平成24.6.8、令和3.9.1変更） 

（社内記録の作成、保存） 

第６条 幹事取引参加者は、新規上場申請等を行った者に対する上場適格性調査について、次の各号に掲げる

社内記録を作成し、新規上場申請等を行った日から５年間当該記録及び記録作成の基となる資料及び情報を

保存するものとする。 

(1) 上場適格性調査において収集した資料及び情報（上場適格性調査の結果に影響を及ぼすと認められるも

のに限る。）並びに当該資料及び情報に対する分析及び評価の内容に係る記録 

(2) 上場適格性調査の結果の形成過程に係る記録 

（令和3.9.1変更） 

（上場日等までの企業動向の把握） 

第７条 幹事取引参加者は、新規上場申請等を行った者について、当該新規上場申請等を行った後、上場日等

（第３条第１項に定める新規上場申請を行った場合にあっては新規上場日を、同条第２項に定める審査の申

請を行った場合にあっては同項各号に定める事項に適合することが確認された日をいう。）までの期間にお

いて、上場適格性調査の結果に影響を及ぼすおそれのある事象を認めた場合には、直ちに当該事象に係る内

容を当取引所へ報告するものとする。 
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（令和3.9.1変更） 

（上場適格性調査の独立性の確保） 

第８条 幹事取引参加者は、次の各号に適合する組織体制を整備するものとする。ただし、幹事取引参加者が

上場適格性調査において独立した意見形成を行うことができる体制を実質的に構築しているものと当取引所

が認める場合は、この限りでない。 

(1) 上場適格性調査を行う部門（以下「上場適格性調査部門」という。）を設置すること。 

(2) 上場適格性調査部門において上場適格性調査を行う担当者は、新規上場案件等を獲得するための営業推

進業務及び新規上場を申請する者に対する指導業務に携わらないこと。 

(3) 上場適格性調査部門を担当する役員は、上場営業推進業務を行う部門及び上場を申請する者に対する指

導業務を行う部門を担当しないこと。 

（令和3.9.1変更） 

（社内規則等の制定） 

第９条 幹事取引参加者は、上場適格性調査の実施及び上場適格性調査部門による独立した意見形成のために

必要な事項を定めた社内規則等を整備するものとする。 

（社内検査の実施） 

第10条 幹事取引参加者は、前条の社内規則等について、遵守状況に関する定期的な社内検査を行うことその

他必要な措置を講じることにより、その実効性を確保するものとする。 

 

第３章 増資の合理性に係る審査体制 

（平成26.11.28追加） 

 

（増資の合理性に係る審査の実施） 

第11条 上場規程第304条第１項第２号ａに規定する増資の合理性に係る審査を行う取引参加者（以下「審査取

引参加者」という。）は、新株予約権証券の上場申請を行おうとする又は行った者及びその企業グループに

ついて、上場会社が将来にわたって投資者の期待に応えられるか否か、資本市場における資金調達としてふ

さわしいか否か及び上場会社の情報開示が適切に行われているか否かの観点から、次の各号に掲げる事項に

ついての厳正な審査を行うものとする。 

(1) 適格性 

反社会的勢力への該当性及び反社会的勢力との関係の有無 

(2) 財政状態及び経営成績 

ａ 財政状態の健全性及び資金繰り状況 

ｂ 財政状態及び経営成績の変動理由分析 

ｃ 公表された利益計画の達成状況 

(3) 業績の見通し 

ａ 利益計画の策定根拠の妥当性 

ｂ 利益計画の進捗状況 

ｃ 剰余金の配当の状況及び剰余金の配当に関する考え方 

(4) 調達する資金の使途 
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ａ 調達する資金の使途の妥当性 

ｂ 調達する資金の使途の適切な開示 

ｃ 過去に調達した資金の充当状況 

(5) 株価等の動向 

ａ 株価の推移 

ｂ 売買高の推移 

ｃ 株価等の流動性を踏まえた発行数量の妥当性 

(6) 企業内容等の適切な開示 

ａ 事業等のリスク等、企業情報等の開示内容の適正性、開示範囲の十分性及び開示表現の妥当性 

ｂ 直近事業年度末以降の状況の適切な開示 

(7) その他審査取引参加者が必要と認める事項 

（平成26.11.28追加、令和3.9.1変更） 

（社内記録の作成、保存） 

第12条 審査取引参加者は、上場申請を行った者に対する増資の合理性に係る審査について、次の各号に掲げ

る社内記録を作成し、上場申請日から５年間当該記録及び記録作成の基となる資料及び情報を保存するもの

とする。 

(1) 増資の合理性に係る審査において収集した資料及び情報（増資の合理性に係る審査の結果に影響を及ぼ

すと認められるものに限る。）並びに当該資料及び情報に対する分析及び評価の内容に係る記録 

(2) 増資の合理性に係る審査の結果の形成過程に係る記録 

（平成26.11.28追加） 

（増資の合理性に係る審査の独立性の確保） 

第13条 審査取引参加者は、次の各号に適合する組織体制を整備するものとする。ただし、審査取引参加者が

増資の合理性に係る審査において独立した意見形成を行うことができる体制を実質的に構築しているものと

当取引所が認める場合は、この限りでない。 

(1) 増資の合理性に係る審査を行う部門（以下「増資合理性審査部門」という。）を設置すること。 

(2) 増資合理性審査部門において増資の合理性に係る審査を行う担当者は、上場案件等を獲得するための営

業推進業務及び上場を申請する者に対する指導業務に携わらないこと。 

(3) 増資合理性審査部門を担当する役員は、上場営業推進を行う部門及び上場指導を行う部門を担当しない

こと。 

（平成26.11.28追加） 

（社内規則等の制定） 

第14条 審査取引参加者は、増資の合理性に係る審査の実施及び増資合理性審査部門による独立した意見形成

のために必要な事項を定めた社内規則等を整備するものとする。 

（平成26.11.28追加） 

（社内検査の実施） 

第15条 審査取引参加者は、前条の社内規則等について、遵守状況に関する定期的な社内検査を行うことその

他必要な措置を講じることにより、その実効性を確保するものとする。 

（平成26.11.28追加） 
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付   則 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

付   則 

この改正規定は、平成24年６月８日から施行する。 

付   則 

この改正規定は、平成26年11月28日から施行する。 

付   則 

１ この改正規定は、令和３年９月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条から第７条までの規定は、この改正規定施行の日（以下「施行日」という。）以後に、メ

イン市場、プレミア市場若しくはネクスト市場に新規上場を行うことが見込まれる者（上場規程令和４年４

月４日改正付則第４条第２項で「メイン市場」とあるのは「市場第二部」と、「プレミア市場」とあるのは

「市場第一部」と、「ネクスト市場」とあるのは「セントレックス」とそれぞれ読み替える場合を含み、施

行日以前に上場市場の変更の申請又は市場第一部銘柄への指定の申請を行っていた者を除く。）又は上場規

程施行規則令和４年４月４日改正規定第601条第５項第１号に掲げる行為を決議した者若しくは同改正規定

における改正後のテクニカル上場規定の適用を受けて上場の承認を受けた者に係る上場適格性調査から適用

する。 

 


